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はじめに                                   

 

 平成 20（2008）年に始まった日本の人口減少は、今後若年人口の減少と老年人口（65歳以上）の増

加を伴いながら加速度的に進行し、令和 38（2056）年には総人口が 1億人を割り込み（出生中位（死亡

中位）推計）、高齢化率は 40％近い水準になると推計されています※1。特に、生産年齢人口（15歳から

64歳）には納税者の割合が高いため、生産年齢人口の減少が経済社会に与える影響は大きいと考えられ

ます。また、高齢者の増加による医療費・介護費用の増大や年金財源の逼迫など、人口減少は経済社会

に大きな影響を及ぼすこととなります。 

 この現状を打破すべく、政府は平成 26（2014）年 12月に、日本の人口の現状と将来の姿を示し、人

口問題に関する国民の認識の共有を目指すとともに、今後、取り組むべき将来の方向を提示する「ま

ち・ひと・しごと創生長期ビジョン」及び、今後５か年の政策目標や施策の基本的方向、具体的な施策

をまとめた「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を閣議決定しました。その後、令和元年末に第２期

「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（2020～24年度）、「まち・ひと・しごと創生基本戦略 2020」（令

和２年７月）、さらに、新型コロナウイルス感染症の発生、それを受けた国民の意識・行動変容を踏ま

え、令和２年末に第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の改訂を実施しています。 

 近年では、デジタル技術の発展に伴い、テレワークの普及や地方移住への関心が高まるなど、社会情

勢が大きく変化している中、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を抜本的に改定し、令和５（2023）

年度から５か年の新たな総合戦略「デジタル田園都市国家構想総合戦略」が策定されました。 

本市においてもこれを受け「日置市人口ビジョン」及び、「日置市まち・ひと・しごと創生総合戦

略」を策定し、人口減少の克服と地方創生に向けた対策を実施してきました。 

 「日置市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の施策の成果を検証し、令和７（2025）年度から令和 11

（2029）年度までの展開を検討するため、「第３期日置市人口ビジョン」を策定します。 

 

  

 
※1 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和５（2023）年推計）」 
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第１節 数字でみる日置市 

１ 人口の推移と将来推計                              

 国立社会保障・人口問題研究所（以下、社人研）によると、我が国の人口は平成 20（2008）年の約

12,808万人をピークに、令和 52（2070）年には総人口が約 8,700万人まで減少すると推計されていま

す。 

 一方、本市の人口の推移をみると、終戦に伴い多くの復員兵が戻ってきた昭和 20（1945）年の約 84,000

人をピークに減少に転じ、戦後復興や高度経済成長期における若者の集団就職等により人口流出が加

速しました。その後、昭和 54（1979）年に妙円寺団地の分譲が開始されるなど、鹿児島市のベッドタ

ウンとして一定の人口流入もあり、昭和 50（1975）年から平成 17（2005）年までは安定して推移した

ものの、平成 22 (2010）年以降は再び減少に転じています。将来の人口の推移については、令和 52

（2070）年には総人口が約 25,000 人と令和２（2020）年から 50 年間で約 48％減少すると推計されて

います。 

   

表１ 人口の推移と将来推計 

 

 ※令和２（2020）年までの人口は国勢調査、令和７（2025）年以降は国立社会保障・人口問題研究所推計

値より 
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２ 年齢３区分別人口の推移                          

  本市の年齢３区分別人口の推移をみると、「生産年齢人口（15～64歳）」は昭和 25（1950）年の 44,382

人をピークに減少に転じています。また、昭和 60（1985）年から平成２（1990）年にかけ、「老年人口

（65歳以上）」と「年少人口（0～14歳）」が逆転し、「少子化・高齢化」が進行しています。 

 社人研によると、今後、本市の「老年人口（65歳以上）」は、令和７（2025）年にピークを迎え、そ

れ以降は減少傾向で推移し、令和 52（2070）年には 10,411 人になると推計されています。また、「老

年人口（65 歳以上）」が市全体の約 42.2％を占め、「生産年齢人口（15～64 歳）」約 1.11 人で 1 人の

「老年人口（65歳以上）」を支えることになります。 

 

表２ 本市の年齢３区分別人口の推移 

 
 

表３ 本市の年齢３区分別人口割合の推移 

 
※令和２（2020）年までの３区分別人口は国勢調査（昭和 15（1940）年、昭和 20（1945）年はデータなし） 
※令和２（2020）年以降は社人研推計値より  
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３ 人口ピラミッドの推移                           

 

表４ 本市の人口ピラミッドの推移     

       昭和 60（1985）年 

 

       令和２（2020）年 

 

 

※令和２（2020）年までの人口は国勢調査、令和７（2025）年以降は社人研推計値より  

1,523

1,790

1,864

1,875

1,080

1,460

1,743

1,799

1,299

1,353

1,620

1,780

1,534

1,274

1,235

831

455

158

47

1,536

1,664

1,877

1,583

1,182

1,486

1,729

1,621

1,418

1,560

2,085

2,186

2,221

1,911

1,748

1,314

715

343

126

0 1,000 2,000

０-４歳

５-９歳

１０-１４歳

１５-１９歳

２０-２４歳

２５-２９歳

３０-３４歳

３５-３９歳

４０-４４歳

４５-４９歳

５０-５４歳

５５-５９歳

６０-６４歳

６５-６９歳

７０-７４歳

７５-７９歳

８０-８４歳

８５-８９歳

９０ 歳以上

2,000                                  1,000                                     0

女 性 男 性

    老年人口 

生産年齢人口 

  年少人口 

昭和 60 年と比較して約 2,300 人増加 昭和 60 年と比較して 
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  本市の人口ピラミッドの推移をみると、昭和 60（1985）年は、年齢層の間で人口の差が小さい「つ

りがね型」でしたが、令和 52（2070）年には、年少人口の減少と老年人口の増加により、形状が「つ

ぼ型」に変化すると推計されます。 

昭和 60（1985）年と令和 52（2070）年を比較すると、20～30代の若年人口は、男女合わせて

70.6％減少し約 3,600人に、一方で、80歳以上の人口は、308.2％増加の約 5,700人になると推計さ

れており、男女ともに高齢化が進む（男女比では、女性の割合が６割超）と考えられます。 
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４ 世帯の家族類型別一般世帯数の推移                     

  本市の一般世帯数の推移をみると、世帯人員が一人である「単独世帯」のみが増加している一方、「核

家族世帯」、「その他世帯」、「三世代同居世帯」は減少しています。 

「単独世帯」が増加している背景には、高齢夫婦のみの世帯で、配偶者と死別後に子どもと同居せ

ず、高齢単身世帯が増加していることが考えられます。未婚率については、2010（平成22年）まで上

昇が続いていましたが、女性では、ほぼ横ばいの推移となっています。 

 

表５ 本市の世帯の家族類型別一般世帯数の推移 

 
※国勢調査より 

 

表６ 本市及び鹿児島県の未婚率の推移 

  
※国勢調査より  
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表７ 本市及び鹿児島県の高齢単身世帯（65歳以上の者１人のみの一般世帯）の推移 

 

※国勢調査より 
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５ 転入・転出数、出生・死亡数の推移                     

 本市の転入・転出数の推移をみると、平成 12（2000）年は「転入数」2,771人に対して、「転出

数」2,500人で 271人の社会増※1でした。平成 16（2004）年に「転出数」が「転入数」を逆転、平成

22（2010）年から平成 26（2014）年まで「転入数」が上回り、平成 27（2015）年に再び「転入数」

が「転出数」を下回りました。直近の令和３（2021）年～令和５（2023）年については、「転入数」

が「転出数」を上回る社会増に転じています。 

 一方、出生・死亡数の推移をみると、平成 12（2000）年から令和５（2023）年まで一貫して「死亡

数」が「出生数」を上回る自然減※2が続いています。医療技術の向上で寿命が延びている一方、人口構

造の変化により高齢者人口が増加しているため、「死亡数」は全国的に増加の一途をたどっており、本

市においても例外ではありません。 

   

 

表８ 本市の転入・転出数、出生・死亡数の推移 

 

※転入・転出数は住民基本台帳人口移動報告、出生・死亡数は人口動態調査より 

 

 

 

 

  

 
※1 社会増（減）…転入者数‐転出者数 
※2 自然増（減）…出生児数‐死亡者数 
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６ 合計特殊出生率の推移                           

 本市の一人の女性が生涯に生む子どもの数を示す合計特殊出生率の推移をみると、全国平均を上回

って推移しています。鹿児島県平均と比較すると下回る年が多いですが、令和２（2020）年以降は鹿

児島県平均を上回る推移となっています。 

  景気の後退や制度変更、新型感染症の影響等、外部要因も大きく影響をしていると考えられます

が、増減を繰り返しながらも、令和４（2022）年には 1.57と、全国平均の 1.26及び鹿児島県平均の

1.54を上回っています。 

 

 

※人口動態統計より  

※合計特殊出生率：15 歳から 49 歳までの女子の年齢別出生率を合計したもの 

※日置市の値は母の年齢５歳階級毎の出生児数（人口動態統計）と５歳階級毎の女子人口数（各年 10 月 1日 

現在）を用いて算出 

 

 

  

表９ 本市の合計特殊出生率の推移 

2010 年 6 月から 

子ども手当支給開始  
コロナ禍  
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７ 総人口に与えてきた自然増減と社会増減の影響                

 グラフの横軸に自然増減数「出生数－死亡数」、縦軸に社会増減数「転入数－転出数」をとり、各

年の値をプロットしてグラフを作成し、時間の経過を追いながら、本市の総人口に与えてきた自然増

減と社会増減の影響を分析しました。 

  平成 12（2000）年から平成 15（2003）年までは、転入者数が転出者数を上回る社会増（その間、

最大は平成 15（2003）年の 287人）が続きますが、その後、転出者数が増加して社会減の年が多くみ

られる推移となっています。ただ、令和３（2021）年に７年ぶりに社会増に転じ、令和５（2023）年

まで３年連続して社会増の推移となっています。 

 始点である平成 12（2000）年から終点である令和４（2022）年まで、約 20年死亡数が出生数を上

回る「自然減」の時代に突入しており、本市においても人口減少が始まっていることがわかります。 

  

表 10 本市の総人口に与えてきた自然増減と社会増減の影響 

 

※転入・転出数は住民基本台帳人口移動報告、出生・死亡数は人口動態調査より 
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８ 年齢階級別人口移動の推移                            

  平成 27（2015）年と令和２（2020）年の国勢調査を比較し、本市の年齢（５歳階級）別・男女別の

人口移動の推移をみると、10代後半は大幅に減少するものの 20代後半から 30代後半までと 0歳から

14歳まではやや増加する傾向がみられます。 

 10代後半の人口減少は、進学・就職などによる市外への転出が原因と考えられ、本市において大学

等の高等教育機関が少ないことや企業の求人数が少ないことなどが影響していると考えられます。ま

た、20代後半から 30代後半までと 0歳から 14歳までの人口増加は、鹿児島市のベッドタウンとして

子育て世代の転入が多いことを表していると考えられます。  

 

 

総  数 男 女 構成比 総  数 男 女 構成比 総数 男 女

総数 49,249 23,063 26,186 100.0 47,153 22,167 24,986 100.0

0～4歳 1,905 979 926 3.9 1,727 912 815 3.7

5～9 2,189 1,143 1,046 4.4 2,084 1,056 1,028 4.4 1.094 1.079 1.110

10～14 2,247 1,177 1,070 4.6 2,323 1,233 1,090 4.9 1.061 1.079 1.042

15～19 2,595 1,321 1,274 5.3 2,340 1,200 1,140 5.0 1.041 1.020 1.065

20～24 1,714 826 888 3.5 1,526 728 798 3.2 0.588 0.551 0.626

25～29 1,817 853 964 3.7 1,480 735 745 3.1 0.863 0.890 0.839

30～34 2,314 1,069 1,245 4.7 1,922 946 976 4.1 1.058 1.109 1.012

35～39 2,515 1,204 1,311 5.1 2,424 1,113 1,311 5.1 1.048 1.041 1.053

40～44 2,661 1,267 1,394 5.4 2,645 1,279 1,366 5.6 1.052 1.062 1.042

45～49 2,663 1,243 1,420 5.4 2,677 1,271 1,406 5.7 1.006 1.003 1.009

50～54 2,961 1,433 1,528 6.0 2,671 1,238 1,433 5.7 1.003 0.996 1.009

55～59 3,582 1,761 1,821 7.3 2,967 1,430 1,537 6.3 1.002 0.998 1.006

60～64 4,087 2,023 2,064 8.3 3,671 1,815 1,856 7.8 1.025 1.031 1.019

65～69 3,949 2,031 1,918 8.0 4,096 2,021 2,075 8.7 1.002 0.999 1.005

70～74 2,931 1,359 1,572 6.0 3,796 1,930 1,866 8.1 0.961 0.950 0.973

75～79 2,831 1,239 1,592 5.7 2,705 1,209 1,496 5.7 0.923 0.890 0.952

80～84 2,644 999 1,645 5.4 2,433 991 1,442 5.2 0.859 0.800 0.906

85～89 1,888 629 1,259 3.8 2,007 657 1,350 4.3 0.759 0.658 0.821

90～94 984 227 757 2.0 1,128 296 832 2.4 0.597 0.471 0.661

95～99 291 49 242 0.6 402 57 345 0.9 0.409 0.251 0.456

100歳以上 51 3 48 0.1 59 9 50 0.1 0.203 0.184 0.207

年齢不詳 430 228 202 0.9 70 41 29 0.1

平均年齢 49.5 47.4 51.3 ー 50.6 48.5 52.5 ー

(再掲)

15歳未満 6,341 3,299 3,042 13.0 6,134 3,201 2,933 13.0

15～64歳 26,909 13,000 13,909 55.1 24,323 11,755 12,568 51.7

65歳以上 15,569 6,536 9,033 31.9 16,626 7,170 9,456 35.3

( 単位:人、% )

年齢
平 成 27 年 10 月 1 日 (2015) 令 和 ２ 年 10 月 1 日 (2020) 変 化 率※

ある年齢区分の５年後の人口

が増加している場合変化率は

１より大きくなる

※国勢調査より 

表 11 本市の年齢階級別人口移動の推移 
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本市の年齢階級別純移動数の推移をみても、全ての年代で「15～19歳」から「20～24歳」にかけて

大幅に減少していることがわかります。 

   

表 12 本市の年齢階級別純移動数の推移 

 

  
※国勢調査より 
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 平成 27（2015）年から令和２（2020）年の本市の年齢階級別人口移動の推移をみると、「県内」で

は、男女とも「15～19歳」の転入超過が著しくなっています。これは、鹿児島城西高等学校や鹿児島

県立農業大学校への入寮などによる影響が考えられます。 

  一方、「20～24歳」は転出超過が著しくなっておりますが、大学を卒業し、就職などで鹿児島市等

へ転出する人が多くなっていることがわかります。 

  「県外」は、ほとんどの年代で転入超過となっていますが、「15～19歳」(男性)、「20～24歳」（男

女）、「25～29歳」（女性）の階層で大きく転出超過となっているのは、進学や就職による転出が極め

て多いことなどが考えられます。 

 

表 13 本市の年齢階級別人口移動の推移（平成 27（2015）年～令和２（2020）年）（男性）    

 

 
※国勢調査より 

 

表 14 本市の年齢階級別人口移動の推移（平成 27（2015）年～令和２（2020）年）（女性） 

 
※国勢調査より  
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  若年男性の転入・転出数をみると、「15～29歳」が 329人の転出超過、「30～44歳」が 153人の転

入超過になっています。 

  「15～29歳」では、「近畿・中国・四国」、「関東・中部以北」、「九州・沖縄」など県外への転出が

多くなっており、進学や就職による影響が大きいと考えられます。 

  一方、「30～44歳」では、「15～29歳」と比較すると転入数は大きく変わらないものの、転出数が

大きく減少しています。転入元の内訳をみると仕事や家庭を持つ働き盛りの世帯が「鹿児島市」など

の比較的近い市町村から移り住んでいることがわかります。 

 

 

表 15 本市の転入・転出数（単位：人）   表 16 本市の転入・転出数（単位：人） 

（ 男性：15～29歳 ）▲329人         （ 男性：30～44歳 ）153人  

 

※国勢調査（令和２（2020）年）より 
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  若年女性の転入・転出数をみると、「15～29歳」が 378人の転出超過、「30～44歳」が 119人の転

入超過になっています。 

 「15～29歳」では、「近畿・中国・四国」、「関東・中部以北」、「九州・沖縄」など県外への転出が

多くなっていますが、その一方で「鹿児島市」への転出も多く、女性は男性と比べて比較的近い地域

へ転出する傾向がみられます。 

  また、「30～44歳」では、「15～29歳」と比較すると転入数は増加し、転出数は減少しています。

転入元の内訳をみると、男性と同じように半数近くが「鹿児島市」などの比較的近い市町村から移り

住んでいることがわかります。 

 

 

表 17 本市の転入・転出数（単位：人）   表 18 本市の転入・転出数（単位：人） 

（ 女性：15～29歳 ）▲378人       （ 女性：30～44歳 ）119人  

 

※国勢調査（令和２（2020）年）より 
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９ 通勤・通学の状況                             

  本市の通勤状況をみると、「日置市内」が 61.9％で最も多く、次いで「鹿児島市」が 22.9％、「いち

き串木野市」が 5.4％となっています。 

通学状況も同様に、「日置市内」の 50.2％に次いで「鹿児島市」が 34.7％、「いちき串木野市」が 7.0％

となっています。この背景として、本市には大学や高等学校等の教育機関が少ないことなどが影響して

いると考えられます。 

  通勤・通学を合計すると 24.0％の人が「鹿児島市」に通勤・通学していることから、日置市は鹿児

島市のベッドタウンとして発展していると考えられます。 

 

表 19 本市の通勤・通学の状況               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0.3％ 0.4％ 

県内その他市町村 0.8％ 

県外 0.4％ 

22.9％ 

5.4％ 

3.0％ 

日置市内 61.9％ 

3.0％ 

通勤の状況 通学の状況 

日置市内 50.2％ 

34.7％ 

7.0％ 

2.6％ 

1.0％ 

県内その他市町村 1.0％ 

県外 0.8％ 

1.9％ 

※国勢調査（令和２（2020）年）より 
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10 転入者・転出者の住所地                          

 令和２（2020）年の本市への転入者数をみると、「鹿児島市」からの転入が 1,912人と全体の 37％

で最も多く、次いで「その他県内」が 843人、「九州」が 460人、「関東・中部以北」が 444人の順と

なっています。 

 転出者数は、「鹿児島市」への転出が 1,741人と全体の 36％となっており、次いで「九州」が 655

人、「その他県内」が 604人の順となっています。 

 

表 20 転入者・転出者の住所地（単位：人） 

日置市への転入者の転入元の住所地       日置市からの転出者の転出先の住所地 

  

※国勢調査（令和２（2020）年）より 

 

 

  

1,912 

373 
344 

173 

127 

111 118 

九州 

関東・中部以北 

その他県内 

近畿,中国,四国 

460

人 

843 

236 

444 

220 
119 

154 

1,741 

116 

158 

239 

604 

その他県内 

九州 

近畿,中国,四国 

関東・中部以北 

655 

287 

525 
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11 産業別就業人口                              

 

(1)  産業別就業人口 

本市の「就業者総数」は昭和 60（1985）から令和２（2020）年までの 35年間で約 3,500人減少して

います。これを産業別にみると「第１次産業」と「第２次産業」の減少が続いており、この 35年間で、

「第１次産業」は 80.7％、「第２次産業」は 22.9％減少（令和２年は平成 27年と比べやや増加）して

います。 

  「第３次産業」は増加傾向にありましたが、平成 27（2015）年をピークに令和２（2020）年にはやや

頭打ちの状況となっています。 

 

表 21 本市の産業別就業人口 

 
※産業別就業人口は、第 1 次産業、第２次産業、第３次産業の合計。「分類不能の産業」は含まない。 

※国勢調査より 

 

 

 

  

2008 年 

リーマンショック 
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(2)  男女別産業人口と特化係数 

本市の男女別産業人口の状況をみると、男性は「製造業」、「建設業」の就業者数が最も多く、次い

で「医療，福祉」、「卸売業・小売業」が多くなっています。女性は、「医療，福祉」の就業者数が最

も多く、次いで「卸売業・小売業」、「製造業」が多くなっています。 

全国の産業の就業者比率に対する特化係数※1（本市のＸ産業の就業者比率／全国のＸ産業の就業者

比率）をみると、男性は「複合サービス事業」が 2.63と最も多く、次いで、「農業」と「林業」がそ

れぞれ 2.28、2.26と高い係数になっています。女性も「複合サービス事業」が 1.70と最も多く、次

いで「農業」、「林業」が 1.68と比較的高い係数となっています。  

  

表 22 本市の男女別産業人口と特化係数 

 
※国勢調査（令和２（2020）年）より 

 

 

 

 

 

  

 
※1 特化係数：地域の産業が全国と比べてどれだけ特化しているかをみる係数であり、特化係数が１であれば

全国と同様、１以上であれば全国と比べてその産業が特化していると考えられる。 
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(3)  男女別の年齢階級別産業人口 

 主な産業別に、本市の男女別・年齢階級別産業人口をみると、「農業」における 60歳以上の就業者

割合が男女とも７割近くを占めています。また、「漁業」における 60歳以上の就業者割合も男性が約

７割、女性が約５割を占めています。 

 本市において農業は基幹産業の一つですが、10代～30代の就業者割合が少なく、今後の高齢化の

進展によっては、急速に就業者数が減少する可能性も考えられます。 

 

表 23 本市の男女別の年齢階級別産業人口 

 ※国勢調査（令和２（2020）年）より 
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12 産業別企業割合と産業別従業者数の割合                                

  産業別の企業割合をみると、本市では「卸売業,小売業」が 24.6％と最も多く、全体の約４分の１を

占めています。また、全国や鹿児島県と比較して「建設業」、「卸売業,小売業」などがやや多くなって

いることがわかります。 

  本市の「卸売業,小売業」の内訳をみると、「飲食料品小売業」が 17.7％、「機械器具小売業」が 18.4％

となっており、全国や鹿児島県と比較してその割合がやや多くなっています。 
 

表 24 企業の産業別企業割合 

 
 

※令和３年（2021）年 経済センサス－活動調査（再編加工）より 
 

表 25 「卸売業・小売業」の企業内訳割合 

 
 

※令和３年（2021）年 経済センサス－活動調査（再編加工）より 
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 企業の産業別従業者数の割合をみると、本市では「医療,福祉」が 30.9％で最も多く、次いで「製

造業」が 16.8％、「卸売業,小売業」が 14.2％の順となっています。 

   

表 26 企業の産業別従業者の割合 

 
※令和３年（2021）年 経済センサス－活動調査（再編加工）より 
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13 産業別事業所割合と事業所の産業別従業者数の割合                             

  産業別の事業所の割合をみると、本市では「卸売業,小売業」が 25.3％と最も多く、約４分の 1を

占めています。次いで「建設業」が 11.5％、「医療，福祉」が 11.3％、「宿泊業,飲食サービス業」

10.6％、「生活関連サービス業,娯楽業」が 10.0％の順になっています。前回の平成 28年調査と比較

すると「卸売業,小売業」の割合が 3.3％減少し、「医療，福祉」の割合が 1.8％増加しています。 

  一方、事業所の産業別従業者数の割合をみると、本市では「医療,福祉」が 26.6％と最も多く、次

いで「卸売業,小売業」が 18.0％、「製造業」が 17.3％の順になっています。 

 

表 27 産業別事業所の割合 

 
※令和３年（2021）年 経済センサス－活動調査（再編加工）より 

 

 
 

表 28 産業別従業者数の割合 

 

※令和３年（2021）年 経済センサス－活動調査（再編加工）より 

 



- 25 - 

14 企業の産業別売上高の割合                               

  企業の産業別売上高の割合をみると、本市では「製造業」が 35.6％と最も多く、次いで「医療，福

祉」が 20.1％、「卸売業,小売業」が 18.4％の順となっています。前回の平成 28 年調査と比較すると

「製造業」の割合が 5.9％、「卸売業,小売業」の割合が 1.4％減少し、「医療，福祉」の割合が 3.7％増

加しています。 

 

表 29 企業の産業別売上高の割合 

 
※令和３年（2021）年 経済センサス－活動調査（再編加工）より  
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15 企業の産業別付加価値額の割合                         

  企業の産業別付加価値額の割合をみると、本市では「医療,福祉」が 39.2％と最も多く、約４割を

占めており、全国や鹿児島県と比較すると高くなっていることがわかります。次いで「製造業」が

22.7％、「卸売業,小売業」が 10.1％の順となっています。 

  

表 30 企業の産業別付加価値額の割合 

 

 

※令和３年（2021）年 経済センサス－活動調査（再編加工）より 

※『付加価値額』＝売上高－費用総額＋給与総額＋租税公課 

（費用総額＝売上原価＋販売費及び一般管理費） 
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16 滞在人口                                 

（1）滞在人口（都道府県単位） 

令和４（2022）年８月平日 10時の日置市の滞在人口を都道府県単位でみると、滞在人口は

36,282人、滞在人口率は 1.04倍となっており、鹿児島県内からは 34,617人、鹿児島県外からは

「福岡県」から 251人（15.08％）、「宮崎県」「東京都」からがともに 184人（11.05％）等の順と

なっています。休日の日置市の滞在人口を都道府県単位でみると、滞在人口は 37,933人、滞在人

口率は 1.09倍となっており、鹿児島県内からは 36,052人、鹿児島県外は「福岡県」からが 388人

（20.63％）と最も多く、次いで「愛知県」から 195人（10.37％）となっています。   

 

表 31 平日の滞在人口（滞在人口 36,282人、滞在人口率 1.04倍）国勢調査人口：34,920人 

   （平日）滞在人口／都道府県内      （平日）滞在人口／都道府県外 

       （都道府県単位）            （都道府県単位） 

      

表 32 休日の滞在人口（滞在人口 37,933人、滞在人口率 1.09倍）国勢調査人口：34,920人 

   （休日）滞在人口／都道府県内      （休日）滞在人口／都道府県外 

       （都道府県単位）            （都道府県単位） 
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（2）滞在人口（市町村単位） 

令和４（2022）年８月平日 10時の日置市の滞在人口を市町村単位でみると、鹿児島県内は「日 

  置市」が 27,239人（78.35％）、次いで「鹿児島市」からが 4,646人（13.36％）、「いちき串木野

市」からが 832人（2.39％）等の順となっています。また、鹿児島県外は「宮崎県宮崎市」からが

54人（18.00％）、「福岡市博多区」からが 45人（15.00％）、「宮崎県都城市」からが 42人

（14.00％）等となっています。 

一方、休日の滞在人口は鹿児島県内が全体で 36,161人、市町村単位でみると、「日置市」が 

29,217人（80.80％）、次いで「鹿児島市」からが 4,146人（11.47％）、「いちき串木野市」からが

614人（1.70％）、また、鹿児島県外からは、「宮崎県宮崎市」からが 92人（23.71％）、「福岡市博

多区」からが 75人（19.33％）等の順となっています。 

 

表 33 平日の滞在人口（滞在人口 35,064人、滞在人口率 1.00倍）国勢調査人口：34,920人 

   （平日）滞在人口／都道府県内      （平日）滞在人口／都道府県外 

      （市区町村単位）             （市区町村単位） 
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表 34 休日の滞在人口（滞在人口 36,549人、滞在人口率 1.05倍）国勢調査人口：34,920人 

   （休日）滞在人口／都道府県内      （休日）滞在人口／都道府県外 

      （市区町村単位）             （市区町村単位） 

   

 

※地域経済分析システム（RESAS：リーサス）より。経済産業省と内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会

議事務局が提供している。 

※滞在人口とは、指定地域（日置市）の指定時間（ここでは 10 時）に滞在していた人数の月間平均値（平

日・休日別）を表し、滞在人口率は、滞在人口÷国勢調査人口（総務省「国勢調査」夜間人口）で表され

ます。 

  

 

  

（参考） 

・滞在人口は地域間滞在流入人口となっています。地域間流入人口は、携帯電話ユーザーの位置

情報を利用し、指定地域（日置市）に滞在した人が、どこの都道府県・市区町村から来たか

を、平日・休日別、時間帯別、性別、年代別に集計したものです（国内居住者約 8,700万台の

携帯電話の運用データを元に拡大推計）。 

・休日は、土曜日・日曜日・祝祭日です。 

・データは月間平均値です。 
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(3) 滞在人口の月別推移と観光地・観光施設等来訪者数の年別推移 

  滞在人口の令和４（2022）年月別推移をみると、平日は、８月の 35,578人が最も多く、４月の

34,629人が最も少なくなっています。 

一方、休日は、５月の 37,869人が最も多く、９月の 36,301人が最も少なくなっています。 

観光地・観光施設等来訪者数の年別推移をみると、平成 22（2010）年以降、ほぼ横ばいでしたが、

大河ドラマ「西郷どん」が放映された平成 30（2018）年は 24,328百人と増加しました。令和２

(2020)年からは新型コロナウイルス感染症の影響もあり大きく減少しましたが、令和５（2023）年５

月の「５類感染症」移行に伴い、回復しつつあります。 

   

表 35 滞在人口の月別推移 

 

 
※地域経済分析システム（RESAS：リーサス）より 

 

表 36 観光地・観光施設等来訪者数の年別推移               （単位：百人） 

  
 
※「2023 日置市の統計」より  

（単位：人）
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

平日 35,383 35,299 35,296 34,629 34,895 34,819 34,687 35,578 34,748 34,637 34,829 34,978
休日 37,134 36,807 36,783 37,371 37,869 36,892 36,752 37,415 36,301 37,065 36,437 36,492
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(4) 滞在人口の時間別推移 

  本市の滞在人口の時間別推移（令和４（2022）年 1～12月の 1か月平均）をみると、平日、休日と

もに国勢調査人口を上回っています。特に、休日の昼間は国勢調査人口を大きく上回っており、市外

から多くの方々が流入してことがわかります。 

  一方で、夜間は平日・休日とも国勢調査人口と大きくは乖離せず、市外からの来訪者が宿泊してい

ないことが窺えます。 

 

表 37 滞在人口の時間別推移（日置市） 

 

 
※地域経済分析システム（RESAS：リーサス）より  

(単位：人）
4時 10時 14時 20時

平日 35,425 34,982 35,055 35,197
休日 35,642 36,943 36,693 35,533
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17 住宅新築・増築の推移                           

  本市の住宅新築・増築数の推移をみると、新築に関しては平成26（2014）年４月からの消費税率引き

上げに伴う駆け込み需要等により平成25（2013）年にかけて増加しました。平成26（2014）年に大きく

落ち込み、平成27（2015）年以降は、平成25（2013）年以前と同水準まで回復していますが、ほぼ横ば

いの推移となっています。 

  長引く景気低迷に伴う住宅購買意欲の低下等により、増加傾向には至っていませんが、平成24（2012）

年から開始している「定住促進対策事業」が過疎地域における定住促進だけでなく、住宅新築等の下支

えにも寄与していると考えられます。 

 

 

表38 住宅新築・増築数と定住促進事業 

 

 ※税務課 課税状況調査（新増築推移）より 

 ※地域づくり課 定住促進対策事業（制度利用者）の状況より 
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18 企業立地と納税義務者数の推移                       

  企業の立地状況をみると、令和２（2020）年以降に、新設及び増設・移転に伴い操業を開始した立地

企業が12社となっています。企業等の立地は、新規地元雇用につながることから、本市における雇用に

寄与していると考えられます。 

一方で、納税義務者数は、平成29（2017）年に21,652人、前年比367人増加しましたが、以降、ほぼ

横ばいで推移しており、令和５（2023）年は21,817人（前年比124人増）となっています。 

 

表 39 納税義務者数の推移と立地企業 

 
※納税義務者数：税務課 課税状況調より  

※立地企業：商工観光課調べ 

 

表 40 企業立地に伴う新規地元雇用者の推移 

 
 

※商工観光課調べ 
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表 41 企業立地状況                            （単位：人） 

 
※商工観光課調べ（操業開始日が、平成 22（2010）年以降、令和５（2023）年までを掲載） 

総数 内市内
新規雇
用者

うち地元雇
用者

1 ㈱てまひま堂 H20.2.20 H22.4.1 伊集院（清藤） 新設 41 22 45 10

2 富士エネルギー㈱ H21.3.25 H22.4.1 吹上（亀原） 新設 7 1 6 2

3 しまうまプリントシステム㈱ H22.5.22 H22.10.15 伊集院（清藤） 新設 176 67 24 11

4 シチズン時計鹿児島㈱ H23.11.14 H24.5.8 東市来（皆田） 増設 272 143 23 17

5 ㈱てまひま堂 H23.7.1 伊集院（清藤） 増設 7 7

6 ㈱ユー・エム・アイ H23.8.23 H24.6.1 伊集院（清藤） 新設 57 30 17 10

7 しまうまプリントシステム㈱ H23.8.23 H24.11.1 伊集院（清藤） 増設 23 12

8 ㈱エフエー H24.3.2 H24.9.20 東市来（皆田） 増設 16 7 2 2

9 ㈲セラテック松原 H24.5.30 H24.9.1 日吉 増設 36 28 6 5

10 昭光エレクトロニクス㈱ H25.11.6 H26.4.1 伊集院（徳重） 新設 262 102 2 0

11 セイカ食品㈱ H26.12.1 H29.10.10 伊集院 新設 84 34 21 12

12 シチズン時計鹿児島㈱ H27.4.20 H27.11.1 東市来（皆田） 増設

13 しまうまプリントシステム㈱ H28.8.29 H31.2.1 伊集院（清藤） 増設 109 39

14 シチズン時計鹿児島㈱ H29.7.14 H30.5.22 東市来（皆田） 増設 19 13

15 西農園㈱ H29.7.24 H29.12.1 吹上（藤元） 増設 5 2

16 ㈱浜崎建設 H29.9.21 H30.6.25 日吉 新設 26 4 15 4

17 昭光エレクトロニクス㈱ H29.12.28 H30.5.1 伊集院（徳重） 増設 28 28

18 ㈱省力化技研 H30.8.7 H31.4.15 日吉 増設 84 39 5 2

19 みのだ食品㈲ H30.10.17 R1.8.1 東市来 増設 7 5

20 協業組合ユニカラー H30.11.12 R1.8.19 伊集院（徳重） 新設 72 22 14 5

21 ㈱ユー・エム・アイ H31.2.6 R2.4.1 伊集院（清藤） 増設 5 2

22 西酒造㈱ H31.4.18 R2.2.3 吹上 新設 ― ―

23 ㈱しまうまプリントラボ R2.9.18 R3.3.31 伊集院（清藤）
設備
増設

― ―

24 昭光エレクトロニクス㈱ R3.2.26 R3.9 伊集院（徳重）
設備
増設

― ―

25 ㈲丸山物産 R3.5.25 R5.5.31 伊集院（徳重）
移転
新設

16 3 ― ―

26 ㈱タバタ R3.5.25 R4.12.9 伊集院（徳重）
移転
増設

42 24 12 6

27 ㈱コタベ R3.6.10 R4.4 伊集院（徳重）
移転
新設

19 16 ― ―

28 ㈱省力化技研 R3.6.10 R3.9.14 日吉
設備
増設

5 3

29 エービーフーズシステム㈱ R3.8.2 R4.4.15 伊集院（清藤）
設備
増設

9 5

30 ㈱ほっとキッチン R3.8.18 R4.6.24 日吉 新設 41 33 21 17

31 ＮＢフード㈱ R4.12.9 R5.4.21 伊集院 新設 17 5

32 ㈲ファクトリーヒロ R4.12.9 R5.5.31 伊集院（清藤）
設備
増設

0 0

32社
新設：10社

増設：13社
1,203 552 396 212

番号 企業名 立地協定 操業開始日
地　域

（工業団地）
新設、増設
の区分

R5年2月現在雇用者数 補助金交付時
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表 42 大規模小売店舗（店舗面積 1,000㎡以上）状況 

 
※ 企画課調べ 

 

表 43 地域別商店街の営業店舗数・空き店舗数の推移 

 

※ 市商工会調べ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

面積（㎡）

1,200

1,844

1,162

8,770

1,549

1,139

1,628

4,298

1,885

〃

令和４年度

スーパードラッグコスモス

生協コープ鹿児島　伊集院店

ドラッグストアモリ

ニシムタ伊集院店

ヤマダ電機　伊集院店

しまむら

ダイレックス伊集院店

株式会社　ナフコ

株式会社　コスモス薬品

平成29年度

年度 店舗名

平成17年度

平成18年度

平成24年度

〃

平成25年度

〃

営業
店舗数

空き
店舗数

営業
店舗数

空き
店舗数

営業
店舗数

空き
店舗数

営業
店舗数

空き
店舗数

営業
店舗数

空き
店舗数

平成27年度 173 15 42 12 28 1 63 2 306 30

平成28年度 170 24 42 12 28 1 63 2 303 39

平成29年度 168 24 41 13 27 2 61 4 297 43

平成30年度 176 26 41 13 26 2 75 8 318 49

令和元年度 197 32 52 2 29 3 83 8 361 45

令和２年度 194 33 51 2 29 3 83 8 357 46

令和３年度 191 37 30 1 29 3 75 5 325 46

令和４年度 183 35 28 3 31 1 75 5 317 44

令和５年度 175 28 28 3 31 2 75 5 309 38

合計伊集院地域 東市来地域 日吉地域 吹上地域
区分

年度
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19 市民税の推移                               

  個人市民税の推移をみると、令和２（2020）年の新型コロナウイルス感染症の影響もあり、令和３

（2021）年に前年比でマイナスとなりましたが、その後、回復傾向となっています。令和５（2023）年

には前年比でわずかながら増加しています。 

  法人市民税の推移をみると、景気の長期停滞もあり減少傾向にあります。令和５（2023）年には、前

年比で減少し１億８千万円強（2010 年以降のピークは３億円弱）となっています。１次産業は増加傾

向になっていますが、２次産業、３次産業ともに傾向として右肩下がりの状況となっています。 

 

表44 市民税（個人）の推移                        

 

 

表 45 市民税（法人）の推移                        

 

※ 税務課調べ 
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20 市内高等学校の進学・就職状況                         

 日置市内の高等学校の進学・就職状況をみると、約 35％の生徒が県外へ就職又は進学しています。

就職者全体の中で日置市内に就職する割合は、平成 30（2018）年で 11.3％でしたが、近年は１桁台と

なり、令和５（2023）年は 5.9％となっています。 

伊集院公共職業安定所管内の高等学校新卒者の求人数と求職者数の平成 22（2010）年度以降の推移

をみると、ほとんどの年で求職者数が求人数を上回っており、高校卒業後の働く場が本市内に少ないこ

とも要因と思われます。また、高校生のための合同企業セミナーに参加した学生へのアンケート調査で

は、希望する職種はサービス業や医療・福祉で、市内の産業別割合の上位の職種である一方で、職業は

「給与や休日の待遇面」を重視（約 40％）して選択する傾向が窺えます。 

 

表 46  日置市内高等学校の進学・就職状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 企画課調べ  
 

 

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

日置市内就職 11 25 29 34 19 14 16 14 14

市外就職 152 143 157 141 161 126 166 151 142

進学 256 259 291 304 290 248 291 271 280

就職 116 123 123 127 114 81 69 81 81

進学 186 182 159 135 165 151 164 131 149

721 732 759 741 749 620 706 648 666

就職 279 291 309 302 294 221 251 246 237

進学 442 441 450 439 455 399 455 402 429

11.3% 6.5% 6.3% 6.4% 5.7% 5.9%3.9% 8.6% 9.4%

年

県内

県外

合計

うち

※参考　就職者のうち
市内就職率
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表 47  有効求人倍率の推移 

 

※ 鹿児島労働局 

伊集院公共職業安定所管内の高等学校新卒者求人数と求職者数の推移 

 
※ 伊集院公共職業安定所調べ 

 

（参考：高校生のための合同企業セミナー学生アンケートより） 
【希望する職種（複数回答可）】 

 
【職業選択で重視すること（複数回答可）】 
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21 ＪＲ鹿児島本線利用状況                             

ＪＲ鹿児島本線の利用状況をみると、令和元（2019）年までは横ばいで推移していましたが、新型

コロナウイルス感染症流行の影響による外出自粛等が大きく響き、令和２（2020）年から利用者数が

落ち込んでいます。令和５（2023）年には、新型コロナウイルス感染症の５類感染症移行に伴い、わ

ずかながら回復傾向にありますが、令和元（2019）年までの水準には戻っていない状況にあります。 

 

表 48 鹿児島本線利用状況推移            （人／1日当たり乗車人員数(平均)） 

 

 

   

注：2021年、2022年の湯之元駅は数値の公表がないため数値なし 

※JR九州 
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22 財政状況                                 

 少子高齢化の進展に伴い社会保障関係費（扶助費）については、今後も増加傾向で推移することが

見込まれています。近年は投資的経費を抑制し、公債費、市債残高はともに、横ばいの推移となって

います。 

  基金残高については、表 51のとおり令和２（2020）年以降増加していますが、これは、南薩地区

新クリーンセンター施設整備に伴う地方債（市債）の償還に備え、減債基金の積立を行っていること

が主な要因です。 

   

 

表 50 投資的経費と市債残高等の推移                    （単位：百万円） 

 

表 51 基金残高と歳入・歳出決算額の推移                 （単位：百万円） 

 

※ 財政計画より 
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第２節 日置市の人口の将来推計と展望 

１ 第２期日置市人口ビジョンの目標人口と現状との比較               

 

令和２（2020）年に策定した第２期日置市人口ビジョンでは、本市が目指すべき人口規模として 10

年後（2030年）の（1）短期的目標と、45年後（2060年）の（2）長期的目標を置きました。 

それぞれ、現状の実績値と比較しました。 

 

＜第２期日置市人口ビジョンの将来展望（目標人口）＞ 

 

(1) 短期的目標：令和２（2020）年から 10年後の令和 12（2030）年 

人口規模約 44,000人の維持を目指します。 

毎年 20組の子育て世帯（30代夫婦と子ども 2人の 4人家族）の移住・定住を促進し、大幅な社会減

に歯止めをかけます。 

(2) 長期的目標：平成 27（2015）年から 45年後の令和 42（2060）年 

そのために、合計特殊出生率（５年平均）を令和７（2025）年までに 1.68へ、令和 37（2055）年ま

でに人口置換水準 2.1まで引き上げることを目指します。 

 

 

(1) 短期的目標と現状の比較 

   令和２（2020）年からの実績値の推移は、毎年（前年度対比）▲300人を超える人口減少となって

います。第２期人口ビジョンとの比較では、各年実績値が下回っているという状況です。要因として

は、ここ数年の社会増（転入－転出）を大きく上回る自然減（出生－死亡）が生じているためで、令

和７（2025）年についても、第２期人口ビジョンより実際の人口が下回ることが予想されます。 

 

表 52 第２期人口ビジョンと実際の人口の推移   

   
※「人口ビジョン」は第２期日置市人口ビジョンより、「実績値」は国勢調査（令和２（2020）年）をもとに

推計した鹿児島県人口移動調査より、「予想値」は実績値の予想 

予想値 

 
R2国勢調査 
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（2）長期的目標と現状の比較 

   長期的目標である令和 47（2065）年に人口規模約 33,000 人及び人口構造の現状を維持することに

ついて、令和２（2020）年策定の第２期日置市人口ビジョンの目標と令和２（2020）年国勢調査を比

較すると、令和２（2020）年の目標人口 47,644人に対して、国勢調査では 47,153人と 491人減少と

なりました。一方、高齢化率は、目標人口の 34.9％に対し国勢調査では 35.3％と上回っています。 

   また、令和２（2020）年国勢調査を基準人口とした社人研の将来推計人口（令和５（2023）年推計）

の推移をみると、平成 30（2018）年推計時とほぼ同様の推移と推計されていますが、令和 47（2065）

年時点を比較すると 26,654 人と、平成 30（2018）年推計時と比べ 397 人増加すると推計されていま

す。 

   合計特殊出生率は増減を繰り返していますが概ね上昇傾向にあり、令和４（2022）年には 1.64（５

年平均）となっています。 

 

 

 
 

 

H27 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R12 R47

（2015） （2020） （2021） （2022） （2023） （2024） （2025） （2030） （2065）

49,249 47,644 47,311 46,979 46,646 46,314 45,981 44,239 32,679

49,249 47,153 46,804 46,455 46,069 45,573 - - -

計（対前年） - - -349 -349 -386 -496

自然増減 - - -364 -432 -507 -452

社会増減 - - 15 83 121 -44

人口ビジョン

実績値

H27 R2 R7 R12 R17 R22 R27 R32 R37 R42 R47 R52

（2015） （2020） （2025） （2030） （2035） （2040） （2045） （2050） （2055） （2060） （2065） （2070）

2018年の社人研推計 49,249 47,284 45,150 42,845 40,473 38,001 35,435 32,928 30,587 28,381 26,257

第２期人口ビジョンの目標 49,249 47,644 45,981 44,239 42,412 40,580 38,691 36,902 35,381 33,999 32,679

2023年の社人研推計 49,249 47,153 45,054 42,634 40,219 37,861 35,509 33,179 30,901 28,735 26,654 24,645

目標と2023年社人研推計との差 -491 -927 -1,605 -2,193 -2,719 -3,182 -3,723 -4,480 -5,264 -6,025

2023年社人研推計と
2018年社人研推計との差

-131 -96 -211 -254 -140 74 251 314 354 397

H27国勢調査 

R2国勢調査 

表 53 第２期人口ビジョンの目標と社人研推計人口（R2（2020）年国勢調査基準）の比較（総人口） 
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表 54 第２期人口ビジョンの目標と社人研推計人口（H27（2015）年国勢調査基準）の比較（高齢化率） 

 
 

 

 

 

※人口動態統計より  

※合計特殊出生率：15 歳から 49 歳までの女子の年齢別出生率を合計したもの 

※日置市の値は母の年齢５歳階級毎の出生児数（人口動態統計）と５歳階級毎の女子人口数（各年 

10 月 1 日現在）を用いて算出 

  

表 55 本市の合計特殊出生率（５年平均）の推移 
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２ 現状と課題                                   

第２期人口ビジョンと現状の比較、及びこれまでの調査結果から本市の現状と課題について整理し

ました。 

 

・進む少子化と人口減少 

令和４（2022）年の本市の合計特殊出生率は、1.64（５年平均）と全国の 1.33（５年平均）と比較 

すると高くなっていますが、総人口に占める「年少人口（0～14歳）」の割合は、昭和 60（1985）年の

19.3％から令和２（2020）年には 13.0％に低下し、確実に少子化が進んでいます。 

こうしたことから、社人研の将来推計人口（令和５（2023）年推計）によると、令和 52（2070）年 

には本市の総人口が約 24,600人と令和２（2020）年からの 50年間で約 48％減少し、「年少人口」の占

める割合は 10.9％まで低下する一方、「老年人口（65歳以上）」は 42.2％に上ると推計されています。 

 

・若い世代の著しい転出超過 

本市においては、「20～24歳」の若い世代の転出超過が著しく、社会減の大きな要因となっていま

す。進学や就職で市外、特に隣接する鹿児島市への転出が多くなっています。 

 

・鹿児島市のベッドタウン 

本市の通勤・通学状況をみると、通勤では「鹿児島市」が 22.9％、通学状況でも「鹿児島市」が

34.7％と高い割合を示し、通勤・通学を合計すると 24.0％の人が「鹿児島市」に通勤・通学していま

す。 

また、国勢調査の平成 27（2015）年から令和２（2020）年の年齢階級別人口移動の推移をみると 

「25～29歳」「30～34歳」「35～39歳」の子育て世代では、転入超過となっていることから、日置市は

鹿児島市のベッドタウンとして発展していると考えられます。 

 

・第１次産業の担い手不足 

本市の産業別就業人口（令和２（2020）年）をみると、第 1次産業は 1,324人で全体（19,714人） 

の約 6.7％を占めています（平成 27（2015）年では 1,358人、6.3％）。全国の産業の就業者比率に対す

る本市の特化係数（本市のＸ産業の就業者比率／全国のＸ産業の就業者比率）をみると、男性では「複

合サービス事業（農林水産業協同組合、事業協同組合、郵便局）」が 2.63と最も多く、次いで「農業」

（2.28）などが高い係数になっています。女性においても「複合サービス事業」（1.70）、「農業」

（1.68）と比較的高い係数となっており、農林水産業及びその関連事業が基幹産業となっています。 

しかしながら、年齢階級別産業別産業人口をみると、農業では約７割、漁業では男性の約７割、女性

の約５割が 60歳以上と高齢化が進んでおり、10～30歳代の若年層の就業者の割合が少なく、今後、就

業者の一層の高齢化や若年層の担い手不足によって基幹産業である第 1次産業の衰退が懸念されます。 
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・労働人口の減少 

労働力不足の更なる進行は、企業の撤退や市内中小事業者の廃業を招く可能性があり、地域経済の 

縮小が懸念されます。 

さらに、それらが税収の減少、行政サービスの低下を招き、さらなる人口流出を招く、負のスパイラ

ルが起こることも懸念されます。 

 

・地域活力の低下と増える交通・買い物弱者 

本市の世帯数の推移をみると、令和２（2020）年の「単独世帯」が 5,822（平成 27年 5,481）世帯と

全体の約 30％を占め、年々増加傾向にあります。 

そのうち、高齢者の単身世帯は 3,452（同 3,249）世帯に上ります。高齢世帯の増加により、いわゆ

る交通弱者・買い物弱者の増加も懸念されます。 

 

- 
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３ 対応の方向性                                 

本市では、令和２（2020）年度に「第２期日置市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、人口

減少の克服と地方創生に向けた幅広い施策を実施していますが、令和２（2020）年国勢調査を基準人口

とした社人研の将来推計人口（令和５（2023）年推計）をみると、現在の人口の約５割まで減少する見

込みとなっています。この急激な人口減少を抑制し、将来の人口曲線を押し上げ、推計を上回る人口を

維持していくためには、次のような対応を継続して取り組んでいくことが求められます。 

 

（1）自然減を抑制する取組 

自然増減（出生数-死亡数）の自然減を抑制するには、出生数の増加、死亡数の減少に取り組むこと

となりますが、少子高齢化の進展により、過去 10年の平均で約 366人（令和４（2022）年 494人の自

然減）と 300 人を超える自然減が続いています。不妊治療の助成や子ども医療費の無償化など子ども

を産み育てやすい環境づくりといった一連の子育て支援策の推進に引き続き取り組みながら、育児と

仕事の両立を図る育児・職場環境づくりにも引き続き取り組む必要があります。また、いきいきサロン

や筋ちゃん広場等の取組を通じて、高齢者が生きがいをもって健康づくりや社会参加できるまちづく

りを進めています。こうした取組を今後も継続して実施していくことが求められます。 

 

（2）社会減を抑制する取組 

本市の社会減の要因は、学生の進学・就職による転出です。しかしながら、本市には大学等の高等教

育機関が少ないことから、進学時の転出を防ぐことは現実的ではありません。大学などの卒業時点、も

しくは市外で一時就職した後でも、一度転出した人がＵターンできるように、快適な住環境や魅力ある

雇用・起業の場を創出することが必要です。 

子育て世代の移住・定住促進の取組は、平成 27（2015）年と令和２（2020）年国勢調査の５歳階級

ごとの人口変化率をみると、「０～14歳」「25～39歳」において人口増加がみられ、他の階層と異なっ

た傾向となっていることから、その効果は一定程度浸透してきています。近年の社会増となってきてい

る流れを維持するため、今後についても引き続き、本市出身者のＵターンや子育て世代を含めた移住・

定住人口を増やす取組を実施していくことが求められます。 

 

（3）多様な人が日置市をフィールドに活躍できる仕組みを構築する取組 

本市では、今後も人口減少が続く見込みですが、市民が安心して楽しくいきいきと暮らす社会を構築

していく（幸福度を高める）ことが重要で、高齢化率が高い地域においても住民自らが地域課題を解決

する取組を積極的に進め、住民それぞれが役割を持ち生き生きと暮らす、活力ある地域づくりが進んで

いる地区もあります。 

また、労働の担い手を確保し、地域経済の縮小を抑制するには、子育て中の女性や高齢者など、今ま

で働きたくても働けなかった人が、働き甲斐を持って働ける、また、現在働いている人の、環境が変わ

っても仕事を続けていける「働きやすい環境」づくりを積極的に進めることが重要です。あわせて、地

域活性化のために、市外にあって、日置市に継続的にかかわる「関係人口・人材」を増大させ、日置市

で活躍してもらう仕組みづくりを継続して進めていくことが求められます。  
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４ 人口推計シミュレーション                           

本市が目指すべき将来人口を展望するため、社人研のデータを用いて次のシミュレーションを行い

ました。 

パターン１ 

令和２（2020）年国勢調査を基準人口とした社人研の将来推計人口（令和５（2023）年推計）準拠。 

パターン２ 

「３ 対応の方向性」にある取組を実施することで、毎年 20組の子育て世帯が転入し、合計特殊出

生率が令和 7（2025）年までに 1.68、令和 37（2055）年までに人口置換水準※12.1 まで上昇したと仮

定した将来推計人口。 

 

 

（参考：各パターンの設定概要） 

各推計パターンの概要 

パターン１ ・社人研の将来推計人口（令和５（2023）年推計）準拠。 

・主に平成 27（2015）年から令和２（2020）年の人口動向を基に推計。 

＜出生に関する仮定＞ 

・原則として、令和２（2020）年の全国の子ども女性比（15～49歳女性人口に

対する 0～4 歳人口の比）と日置市の子ども女性比との比をとり、その比が

令和７（2025）年以降一定として適用。 

＜死亡に関する仮定＞ 

・55～59 歳→60～64 歳以下の生残率は、平成 27（2015）年→令和２（2020）

年の鹿児島県生残率を適用（市町村間の差は極めて小さいため）。 

・60～64 歳→65～69 歳以上の生残率は、上述に加えて、平成 27（2015）年→

令和２（2020）年の日置市生残率と鹿児島県生残率の比から算出される生残

率を適用。 

＜移動に関する仮定＞ 

・原則として平成 27（2015）～令和２（2020）年に観察された地域別人口移動

傾向が継続すると仮定して適用。 

パターン２ ・パターン１をベースに、次のとおり出生と移動について独自の仮定を設けた。 

＜出生に関する仮定＞ 

・合計特殊出生率が令和 12（2030）年までに 1.75へ、令和 37（2055）年まで

に 2.1まで引きあがったと仮定。 

＜移動に関する仮定＞ 

・毎年 20 組の子育て世帯（夫 30-34 歳、妻 30-34 歳、子 0-4 歳 1 人）が転入

したと仮定。 

  

 
※1人口置換水準…人口が将来にわたって増えも減りもしないで、親の世代と同数で置き換わるための大きさ

を表す水準のこと。社人研により算出されている。 
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（1）人口推移と長期的な見通し 

このシミュレーション結果によると、令和 17（2035）年の推計人口は、パターン１では 40,217 人、

パターン２では 41,486 人（パターン１と比較して 1,269 人増加）、令和 52（2070）年に推計人口は、

パターン１では 24,645人、パターン２では 28,942人（パターン１と比較して 4,297人増加）となり、

出生率の上昇と、転入者の増加が、人口減少の度合いを抑える効果があることが分かります。 

 

表 56 本市の人口推計結果（パターン１、２） 

 

 

表 57 年齢３区分別の本市の人口推計結果（パターン１、２）         （単位：人） 

 

 

  

年 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 2065 2070

総人口 47,153 45,058 42,638 40,217 37,860 35,510 33,180 30,901 28,735 26,654 24,645

年少人口 6,139 5,516 4,890 4,416 4,108 3,923 3,731 3,467 3,154 2,881 2,676

うち0～4歳人口 1,729 1,495 1,342 1,272 1,222 1,169 1,081 967 878 831 778

生産年齢人口 24,374 22,434 20,944 19,536 17,984 16,307 14,776 13,702 13,054 12,321 11,558

老年人口 16,640 17,107 16,804 16,265 15,767 15,280 14,674 13,732 12,527 11,452 10,411

うち75歳人口 8,739 9,536 10,371 10,723 10,424 9,838 9,333 9,040 8,784 8,178 7,222

総人口 47,153 45,664 43,567 41,486 39,510 37,584 35,705 33,900 32,184 30,535 28,942

年少人口 6,139 5,723 5,221 4,789 4,560 4,479 4,411 4,256 4,005 3,770 3,585

うち0～4歳人口 1,729 1,602 1,466 1,411 1,404 1,392 1,335 1,249 1,156 1,119 1,079

生産年齢人口 24,374 22,834 21,542 20,432 19,183 17,826 16,621 15,727 15,289 14,783 14,267

老年人口 16,640 17,107 16,804 16,265 15,767 15,280 14,674 13,918 12,890 11,982 11,090

うち75歳人口 8,739 9,536 10,371 10,723 10,424 9,838 9,333 9,040 8,784 8,344 7,536

年 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 2065 2070

総人口 0 606 929 1,269 1,651 2,075 2,525 2,999 3,449 3,881 4,297

年少人口 0 207 331 373 452 556 680 789 851 889 909

うち0～4歳人口 0 107 124 140 182 223 254 282 278 289 302

生産年齢人口 0 399 598 895 1,199 1,519 1,845 2,024 2,234 2,462 2,709

老年人口 0 0 0 0 0 0 0 186 364 531 679

うち75歳人口 0 0 0 0 0 0 0 0 0 166 314

パターン２

パターン１

パターン２と
１の差

2070 年時点 

＋4,297 人 

2035 年時点 

＋1,269 人 
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（2）人口構成の推移と長期的な見通し 

シミュレーションの結果を用いて、年齢３区分別人口比率ごとにその推移をみます。 

年少人口比率は、パターン１では令和２（2020）年の 13.0％から緩やかな減少傾向で推移し、令和

52（2070）年の 10.9％まで 11％前後での推移が見込まれ、パターン２では出生率の上昇により令和 52

（2070）年までの間、12％前後の推移が推計されます。 

生産年齢人口比率は、パターン１、パターン２ともに令和 37（2055）年にかけて大幅に減少し 50％

を大きく割り込む予想です。その後、パターン１、パターン２とも増加傾向で推移し、令和 52（2070）

年に老年人口が減少することにより生産年齢人口比率は緩やかな上昇に転じます。パターン１では減

少幅が大きく令和 52（2070）年では 46.9％となっている一方、パターン２では 49.3％と、若い子育て

世帯の転入増により、減少幅が抑えられています。 

老年人口比率は、パターン１、パターン２ともに令和 32（2050）～37（2055）年にかけて上昇し、

その後減少すると見込まれていますが、パターン１では令和 37（2055）年に 44.4％まで上昇する一方、

パターン２では出生率の上昇により高齢化比率が抑えられ、令和 32（2050）～37（2055）年に 41.1％

まで上昇するものの、その上昇幅はパターン１より緩やかで、令和 52（2070）年には、38.3％に低下

していくと予測されます。 

 

表 58 年齢３区分別の本市の人口比率推計結果（パターン１、２） 

 
 

表 59 年少人口比率の結果（パターン１、２） 

  

年 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 2065 2070

総人口（人） 47,153 45,058 42,638 40,217 37,860 35,510 33,180 30,901 28,735 26,654 24,645

年少人口（％） 13.0% 12.2% 11.5% 11.0% 10.9% 11.0% 11.2% 11.2% 11.0% 10.8% 10.9%

うち0～4歳人口（％） 3.7% 3.3% 3.1% 3.2% 3.2% 3.3% 3.3% 3.1% 3.1% 3.1% 3.2%

生産年齢人口（％） 51.7% 49.8% 49.1% 48.6% 47.5% 45.9% 44.5% 44.3% 45.4% 46.2% 46.9%

老年人口（％） 35.3% 38.0% 39.4% 40.4% 41.6% 43.0% 44.2% 44.4% 43.6% 43.0% 42.2%

うち75歳人口（％） 18.5% 21.2% 24.3% 26.7% 27.5% 27.7% 28.1% 29.3% 30.6% 30.7% 29.3%

総人口（人） 47,153 45,664 43,567 41,486 39,510 37,584 35,705 33,900 32,184 30,535 28,942

年少人口（％） 13.0% 12.5% 12.0% 11.5% 11.5% 11.9% 12.4% 12.6% 12.4% 12.3% 12.4%

うち0～4歳人口（％） 3.7% 3.5% 3.4% 3.4% 3.6% 3.7% 3.7% 3.7% 3.6% 3.7% 3.7%

生産年齢人口（％） 51.7% 50.0% 49.4% 49.3% 48.6% 47.4% 46.5% 46.4% 47.5% 48.4% 49.3%

老年人口（％） 35.3% 37.5% 38.6% 39.2% 39.9% 40.7% 41.1% 41.1% 40.1% 39.2% 38.3%

うち75歳人口（％） 18.5% 20.9% 23.8% 25.8% 26.4% 26.2% 26.1% 26.7% 27.3% 27.3% 26.0%

パターン２

パターン１



- 50 - 

 

表 60 生産年齢人口の人口比率の結果（パターン１、２） 

 
 

表 61 老年人口比率の結果（パターン１、２） 
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５ 目指すべき人口の将来展望                           

現状と課題、対応の方向及び人口推計シミュレーションを踏まえ、本市が今後目指すべき将来人口を

展望します。 

＜第２期日置市人口ビジョン 将来展望（目標人口）＞ 

人口推計シミュレーションのパターン２ 

 

（1）短期的目標：令和２（2020）年から 10年後の令和 12（2030）年 

人口規模約 44,000人の維持を目指します。 

毎年 20組の子育て世帯（30代夫婦と子ども 2人の 4人家族）の移住・定住を促進し、大幅な社会減

に歯止めをかけます。 

（2）長期的目標：平成 27（2015）年から 45年後の令和 42（2060）年 

そのために、合計特殊出生率（５年平均）を令和７（2025）年までに 1.68へ、令和 37（2055）年 

までに人口置換水準 2.1まで引き上げることを目指します。 

上記の将来展望（目標人口）を達成するための仮定値 

①生残率     社人研推計を準用。 

 ②合計特殊出生率 令和 7（2025）年までに段階的に 1.68へ、令和 37（2055）年に人口置 

（５年平均）  換水準 2.1まで引き上げ、以後、同率で推移。 

 ③移動数     毎年 20組の子育て世帯転入（夫 30-34歳、妻 30-34歳、子 0-4歳の男女 

1人ずつ）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜現  状＞ 

○近年は社会増に転じたものの、若者の流出は続いている。大きな要因は進学・就職での転出である。

本市には大学等の高等教育機関が少ないことから進学時の転出を防ぐことは難しい。 

○合計特殊出生率（５年平均）は令和４（2022）年は 1.64 と、令和７（2025）年までの目標 1.68 を

やや下回っているものの上昇傾向が続いている。 

 

＜方向性＞ 

○「継続を力」にするため、基本的に第２期日置市人口ビジョンに掲げた対応の方向性を引き継いで

いく。 

○若い世代については転出抑制より、快適な住環境や魅力ある雇用・起業の場の創出でＵターンを促

進し、移住・定住人口を増やす取組につなげていく。 

○子育て世帯の経済的負担軽減を図るとともに、育児と仕事が両立できる環境づくり、また多様な働

き方ができる環境づくりを進めることで、子育て世帯の転入促進・転出抑制や出生数の増加、労働

人口の確保、地域経済の縮小抑制を図る。 

○住民自らが主役となる魅力ある地域づくりを進めるとともに、関係人口・人材を増やし、日置市を

フィールドとした、まち・ひと・しごとの好循環を図る。 
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＜第３期日置市人口ビジョン 将来展望（目標人口）＞ 

人口推計シミュレーションのパターン２ 

 

(1) 短期的目標：令和７（2025）年から 10年後の令和 17（2035）年 

人口規模約 41,000人の維持を目指します。 

子育て世帯の移住・定住の促進する等、転入者の増加による社会減の抑制に取り組みます。 

(2) 長期的目標：令和２（2020）年から 50年後の令和 52（2070）年 

合計特殊出生率（５年平均）を令和 12（2030）年までに 1.75へ、令和 37（2055）年までに 

人口置換水準 2.1まで引き上げることを目指します。 

上記の将来展望（目標人口）を達成するための仮定値 

①生残率     社人研推計を準用。 

 ②合計特殊出生率 段階的に令和 7（2025）年までに 1.68、令和 12（2030）年までに 1.75へ、 

（５年平均）  令和 37（2055）年に人口置換水準 2.1まで引き上げ、以後、同率で推移。 

 ③移動数     社人研推計に加えて、毎年 20組の子育て世帯の追加転入（夫 30-34歳、 

妻 30-34歳、子 0-4歳 1人）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


